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国際的視点に立った福井県における高大連携数理教育の検討 と実践
一タイにおける高等教育と数理教育の現状を踏まえて一
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 High school teachers hope that their students will find pleasure in learning mathematics. They 
expect mathematical cooperative education to encourage inquisitiveness and inquiring minds 
among students who are uninterested in mathematical intellectual pursuits. On the other hand, as 
globalization gathers speed for the international economy of the  21st century, it is of great necessity 
to continuously develop global human resources who possess communication skills, intercultural 
experiences, and mathematical ways of thinking. There is a compelling need for high schools and 
universities to develop and train global talent for the government and companies. Therefore, the 
purpose of this paper is to clarify the capabilities and conditions of global human resources and to 
propose how to develop such talents in both Japanese high schools and Japanese universities. The 
key factor for the success of human global development in Japan would not be English, but a deep 
knowledge about mathematical ways of thinking, adaptability, flexibility, and others. Finally, 
compounding new experiences is effective to be able to think about things in a wide range of fields. 
While not limiting it to overseas exchanges, we hope students will break out of their comfort zones 
and endeavor to expand their range of activities.
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1.緒 言
Mathematical Cooperative Education, High school,
　福井県教 育振 興基本計画[1]にお け る基本 目標 に
おいて 、「理科 ・数学教育の充実」が挙 げ られて い
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5。その 中で、「学年 が上が るにつれて、理科 ・数
津が嫌い になる子 どもが増 えてい るこ とが分 かっ
ごい る。理科や算数 ・数学 に興味 関心 を持つ子 ど
うた ちを増やす ためには、子 どもたちの知的好奇
〉や探究心 を刺激す る授業が重要 である。 また、
至科や数学 に関心 の高い 中 ・高校生 の能力 を さら
こ伸 ばす ため、最先端 の科学技術 に触れ て、学ぶ
隻会 を作 るこ とも必要です。」 と記載 されてい る。
一方、現状 の受験制度 のた め、多 くの高校 では
文学 を暗記科 目として教 える しか な く、また生徒
う、数学 を暗記科 目として とらえ、受験 を突破す
5ために、数学 を勉強 してい るた め、一般社会 に
よ数学 に対す る軽視 と敵意が広が っている。そ の
とめ、高校教員 には 「数学 を通 じて何 とか生徒 た
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ちに考 える喜び を味 わわせ たい」 とい う願 いがあ
る。 しか し、中学校や高等学校 の数学 の授業 にお
い ては、授業時 間の制約 な どもあるため、知的好
奇心や探究心 を十分 に刺激 できてい ない のが現状
とい える。
そ こで、数学 に興味 関心 がない生徒 に知的好奇
心や探究心 を刺激す るこ とと、数学 に関心の高 い
生徒 の能力 を伸 ばす こ とを同時 に行 うこ とがで き
る授業やセ ミナー は、困難 とい える。
しか し、数学 に興味 関心 がない生徒 の知的好奇
心や探究心 を刺激す るこ とと、数学 に関心の高 い
生徒 の能力 を伸 ばす こ とが できる方法 の一つ とし
て、 日本数学 コンクール[2]があ る。
日本数学 コンクール は、東海三県 の大学 と高校
の数学教員有志 の集 ま りで ある 「数学 と数学教育
を考 える会」を母体 として、1990年度 か ら実施 さ
れ てい る。解 のない 問題が 出題 され た り、受験者
自らが 問題 を見つ け出す こ とが要求 され るこ とが
あ り、極 めてユニー クな出題 を見 るこ とができる。
本 コンクール は、優れ た数学的思考力 ・探究心 ・
お よび創 造性 を備 えた人材 を育成す るこ とを 目的
とす るものである。
数学 コンクール の受賞者 を対象 にフォロー ア ッ
プセ ミナー を開催 してい るが、近年 では、対象 を
市民 に広 げて講演会 を行 ってい る。 この取 り組み
は、1991年中教審 「新 しい時代 に対応す る教育 の
諸制度 の改革 につい て(答 申)」を刺激 し、1994
年 か らの文部省 「教育上 の例外措置 に関す るパイ
ロ ッ ト事業」につながってい る。名古屋大学 の他 、
「九州地 区数学教育 の会」 をは じめ とす る9機 関
において公 開講座やセ ミナー の開催 、科 目等履修
生 の受 け入れ、巡 回指導 の実施 な どが行 われた。
また、文部科学省 によって、将来 の国際的 な科
学技術 関係人材 を育成す るため、先進的 な理数教
育 を実施す る高等学校 な どをスーパーサイエ ンス
ハイス クール(SSH)に指定 し、科学技術系人材 の育
成 のた め、各学校 で作成 した計画 に基づ き、独 自
のカ リキュラムによる授業や、高大連携教育、地
域 の特色 を生 か した課題研究 な ど様 々な取 り組み
を積極的 に行 ってい る。SSHは2002年よ りは じ
ま り、2014年度 現在 、204校が指定 され てい る。
SSHでは、高大連携 教育、カ リキュ ラム開発 、海
外連携、 国際交流、課題研究 な どが主 として行 わ
れ てい る。
SSHにおいて、国際的 な科学技術 関係人材 の育
成 を 目的 とす るよ うに、近年、経済や社会 のグロ
ーバル化 が進 んでい る。環境 問題や金融危機、エ
ネル ギー 問題 と言 った一つ の国家 ・国民 だけで は
な く、世界規模 の課題 も増加す る傾 向があ り、 グ
ローバル化 の波 は避 けて通れ ない もの となってい
る。 しか し、 日本 は地理的 に、あるい は携帯電話
な どの 「ガ ラパ ゴス現象」[3]といった言葉 に代表
され るよ うに、閉鎖的 な環境 にあるのが現状 であ
る。その ため、グローバル化社会 におい て、 日本
や 日本人 の国際社会 にお ける明確 な存在意義 と思
想転換が求 め られ てい る。 このよ うに、グローバ
ル化、ひいて は世界的競争の激化 が進む現代 にお
いて、世界 を舞台 に働 ける 日本人 の育成 は重要 で
ある。
しか し、近年 の調査結果か ら見 ても、最近 の大
学生や若手社員 は、海外での留学[4][5]、就職[6]に対
す る意欲 が低 い。そ の理 由 として 、語学力不足や
海外生活 に対す る不安が主 として あげ られ る。次
に、留学や海外勤務 で行 きたい 国では、欧米 な ど
の先進国 が過半数以上 を占めてお り、新興 国や途
上国 の割合 は少 ない。一方で 、 日本企業 が今後 グ
ローバル化 を進 めるべ き と答 えた割合 は約8割 を
占め[6]、グ ローバル化 に危機感 を抱 いていた。 こ
の よ うに、 日本企業 のグローバル化 に対す る危機
意識 はあるものの、 グローバル化 に対応 した人材
が少 ない のが現状 と言 える。
1985年のプ ラザ合意 以降の円高を受 け、日本企
業の海外進 出が本格的 に活発化 した。1980年代後
半～1990年代 にかけては、欧米へ の海外展 開が主
だ った ものの、近年 では、 タイ をは じめ とす る東
南ア ジアへ の海外展 開が 目立つ。 また、大企業 に
とどま らず、 中小企業 も取 引先企業 の海外進 出や
海外での需要 の増加 に伴い、海外へ の進 出が増加
してい る[7][8]。
日本企業が海外展 開を行 う上で大 きな課題 とな
るのが、グ ローバル 人材 の育成 ・確保 であ る。しか
し、企業 の海外展 開の拡大 に伴い、 グローバル人
材の育成 が急務 となってい る。 また、 中小企業 で
は、社 内でグローバル人材の育成 を行 うこ とは難
しい。そ のた め、大学 におい て、企業 の国際展 開
を担 うグローバル人材 の育成 が急務 となってい る。
しか し、 日本 の大学 では、海外 の大学 と比べ 、外
国籍教員や留学生 の割合 が低い な ど、 グローバル
化が進ん でい ない。 また、 日本 の大学生 におい て
も、海外留学者数 の減少や海外勤務 を希望 しない
者の増加 な ど、内向き志 向の学生 の増加 が指摘 さ
れてい る。
グローバル人材 の定義や グローバル か ら想起 さ
れ る人材 は、各企業や大学 におい て異 なるが 、グ
ローバル人材育成推進会議 にて示 され た要素1～
皿 を満たす人材 をグローバル人材 として定義 して
い る。 ここで、要素1は 語学力 ・コ ミュニケー シ
ョン能力、要素IIは主体性 ・積極性 、チ ャ レンジ
精神、協調性 ・柔軟性 、責任感 ・使命感 、要素 皿
は異文化 に対す る理解 と日本人 としてのアイデ ン
テ ィテ ィ、 と定義 され てい る[9]。
このよ うな現状 を踏 まえ、 日本企業 の海外へ の
事業展 開の拡大 に伴 うグローバル人材 の育成 ・確
保や国際的 な産業競争力 の向上 、国 と国の絆 の強
化 を 目的 として、経済産業省 では大学 にお けるグ
ローバル人材育成 のための指標調査[lo]を、文部科
学省 ・日本学術 振興会 では グローバル人材 育成推
進事業 を行 うな ど[ll]、グローバル人材 の育成 に向
けた動 きが加速 してい る。
さ らに、環境 問題や ビッグデー タが注 目され る
な ど、科学分野 か らのアプ ローチ は欠 かせ ない。
特 に、数学 ・情報数理 の社会、文化 的位置付 けを
理解 し、幅広 く深い学識 を修得 できるよ うな教育
課程 を編成 し提供す るこ とが求 め られ ている。 そ
こで、高大連携数理教育 を通 じて、論理 的思考 、
柔軟 な発想 、深 い洞察 に基づ き、グローバル に発
信、協働す る能力 を酒養す る必要が ある。
これ まで の 日本 の高等教育 は、 日本 国内に安定
した教育市場 を有 し、かっ 国立大学 を中心に した
高度 な技術力 を有 していた。 しか し、グローバル
化 の波 に伴い、 日本 の教育 システ ムの閉鎖性や 国
際化 の遅れ が指摘 され てい る。そ こで、文部科学
省 を中心 として、中学校 ・高等学校 にお ける外 国
語教育 の改善や異文化 に対す る理解 、留学生政策
とい った教育 の国際化 を進 めている。特 に、地理
的 に近いASEAN(AssociationofSouth-EastAsian
Nations)諸国 との国際交流が活発化 してい る。
近年 、ASEAN各国 の政府 は国家戦略 と して 、
各 国内の高等教育機 関を巻 き込み なが ら、積極 的
に高等教 育の国際化 を進 めてい る。ASEAN諸 国
において は、各 国の高等教育 の特徴や制度的 ・文
化的背景 を踏 まえて 、それぞれ の国で多様 な高等
教育質保証 システ ムが成立 してい る。しか し、2015
年 まで の実現 を 目指すASEAN経済 共同体(AEC,
ASEANEconomicCommunity)構想 を受 けて、高
等教育 にお ける交流や 、相互発展 を 目指 した活動
が活発化 してい る。例 えば、ASEAN諸国 による
学 生 交 流 支 援 事 業 で あ るAIMS(ASEAN
InternationalMobilityfbrStudents)プログラムや 、
AsEAN質 保 証 ネ ッ トワー ク(AQAN,AsEAN
QualityAssuranceNetwork)を中心 としたASEAN
諸 国共通 の質保証 フ レー ムワー ク構築 に向けた動
きだ けで な く、教育 ・研究 の世界的拠点化 、大学
問交流協定、 コン ソー シア ム形成、共 同学位プ ロ
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グラムな ど多種多様 な国際化 が展 開 され てい る。
さ らに、 日本 は、ASEAN発足 当初か ら、ASEAN
と緊密な 関係 を維持 し、近年 では、安倍 ドク トリ
ン(対AESAN外 交5原 則)が 発表 され るな ど、
ASEANを重視 してい る。 このASEANの 中でも、
タイ は、地政学的 にもASEANの ハ ブであ り、か
つイ ンフラ整備 も整 ってい るため、 日系企業 の進
出も多 く、政治的 ・経済 的つ なが りも多い。近年、
日本 の大学 とタイ の大学 との連携 は、急激 に増加
してい る。そ のた め、そ のた め、 タイ にお ける高
等教育連携 ・国際化 に対す る理解 を深 めるこ とで 、
日本 の教育連携や 国際化 を考 える うえで、参考 に
なるこ とも多い。
そ こで、本論文で は、 タイ にお ける高等教育 と
数理教育 の現状 を踏 まえ、国際的視点 に立 った福
井県 にお ける高大連携数理教育 の検討 と実践 につ
いて、論ず る。
2.タ イの教育システム
2.1タイの教育制度
タイの教育制度 は、 日本 と同様 に、6年 間の初
等教育(小学校)、3年間の前期 中等教育(中学校)、
3年間の後期 中等教 育(高 等 学校)、4年 間の高等
教育(大 学)の6-3-3-4制度 を導入 してい る。義務
教育 は、初等教育お よび、前期 中等教育 の9年 間
で ある。 なお、 中学校3年 生修了後、職業専 門学
校(3年 間)に 進 学す ることもでき る。
教育 に関す る法律 は、 国家教育法が設置 されて
い る。ま た、 タイ の教育行政 は、教育省 が司 り、
日本 と異 な り、中央集権で ある。そ のため、教育
省が一元的 に学校 の設置 ・管理(私 立学校 にっい
て は認可)を 行 ってお り、学校 は国立 または、私
立の学校 が設置 されてお り、日本 のよ うな公立(都
道府県、市町村)の 学校 は設置 されてい ない。
就学率 は、2011年現在 で、就 学前教育76.8%、
初等教 育103.5%、前期 中等教育98.4%、後期 中
等教育72.2%、高等教 育47.2%となっている[12]。
区分
表1タ イにおける就学者数
? ?
?
??
?
?
?
就 学 前 教 育1,222,262591,2761,813,538
初等教育 4,010,832981,0034,991,835
前 期 中等 教 育2,308,931353,3392,662,270
後 期 中等 教 育1,692,121417,7522,109,873
高等教育 2,011,353365,8662,377,219
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2.2タイ の高等 教育
高等教育 は、総合大学(4年 間)、ラチャパ ッ ト
大学(4年 間)、職業 高等 専門学校(2～3年、4年)
な どが ある。 ラチャパ ッ ト大学 とは、教員養成 を
目的 とした師範学校 が前身 である。 この師範学校
が、1992年に地域総合大 学 となった後 、ラチャパ
ッ ト大学 となった。 また、 国民 に対 して広 く高等
教育 の機会 を提供す るこ とを 目的 として、無試験
で入学す るこ とができる公 開大学が 、ランカムヘ
ン大学(学 生数約36万 人)、スコー タイ ・タマテ
ィラー ト大学(学 生数約16万 人)の2大 学 ある。
タイ の大学数 は、 国立大学が78校(総 合大学
27校、公 開大学2校 、 ラチ ャパ ッ ト大学40校 、
ラチ ャモ ンコン工科大学9校)、 私立大学 が69校
(2011年現在)で あるが、高等教育入学者数 の増
加 に伴い、大学数 は年 々増加傾 向にある。
国 立 大 学 の入 学 試 験 制 度 は 、CUAS(Central
UniversityAdmissionSystem)が2006年か ら実施 さ
れ て い る。 これ は、 ① 高 校 の 成 績(Highschool
cumulativegradepointaverage(GPAX))、② 高3の2
月 に 行 わ れ る 全 国 統 一 試 験(OrdinaryNational
EducationalTest(0-NET)の成績 、③10月と3月 に
行 わ れ る 一 般 科 目試 験(GeneralAttitudeTest
(GAr))の成績(複 数選 択)、④lo月 と3月 に行 わ
れ る選択科 目試験(Pro色ssionalAttitudeTest(PAr))
の成績(複 数選択)の 成績 によって 、合否 を決 め
る方法で、①～④ の比率 は、大学や学部学科 によ
って異 なる。 日本 の大学入試制度 と異 な り、タイ
の国立大学 の多 くは、個別 に試験 を実施せず、受
験生 は、希望す る大学 を4つ 選択 し、大学 か ら合
否 の連絡 を待つ仕組み である。 また 、CUASによ
る入学方法以外 に、推薦入試や奨学金入試 な ど、
多様 な入学試験 を有す る。 また、私立大学 の入学
試験 は、各大学 に委ね られ てお り、筆記試験 によ
る入学試験 が一般的 である。
3.タ イの教 育の現状
3.1タイ の高等 教育 の現状
1990年代以降 、進学率や大学数 の増加 に伴 い、
タイ の大学 は、エ リー ト型 か らマ ス型へ と移行 し
た。タイ経済 も、所謂 中流層 の増加 に伴 い、現在 、
高等 学校卒業者 の約70%が 大 学への進 学 を希望
し、高等教育の総学生数 は200万人 を越 えた。そ
の半面で、急激 な大学 ・学生数 の上昇 は、入学者
の学力 の低下や高等教育 の質 の低下 が懸念 され て
い る。一方、各高等教育機 関内独 自の学 内ルール
が、教員 の指導意欲や 、教育 を受 ける学生 の学習
効果 を減 じて いるケー スもある(例:一 講義 にお
ける配布 プ リン トの印刷枚数 の上 限な ど)。
高等教育政策 も、 これ らの事態 に即 し、変化 し
てい る。現在 、タイ の高等教育政策 は、第ll次 国
家経済 ・社会 開発計画(llthnationalEconomicand
SocialDevelopmentPlan)(2012-2016年)、第2次 長
期高等教育計画(the2nd15-yearLongRangePlan
onHigherEducationfbrThailand)(2008-2022年)が
実施 され てお り、1教 育改革 による教育 の質 の向
上、2教 育機会均等 の創造 と確保、3教 員能力 の
強化、4労 働市場 のニー ズを踏 まえた教育カ リキ
ュラムの策定、51Tを活用 した教育 の実施 による
国際競争力 の確保、6研 究環境 の改善 、72015年
のAECへ の対応が主た る課題で ある。
また、高等教育 の質 の向上 ・均一化 を 目的 とし
て、TQF(ThaiQualificationsFrameworkfbrHigh
Education)とい うカ リキュラム基準 ・評価 が2009
年 に設定 され、2012年の新入生 か ら、適応 され て
い る。大学 のシラバ スは、5年 ご とに見直 しを行
い、TQFに適合 しているか ど うか確認 され る。TQF
で は、教 育の成果 を、1倫 理 ・道徳 、2知 識 開発 、
3知 的発達、4対 人 関係 ・自己責任、5数 学的思
考 ・コ ミュニケー シ ョン能力 ・ITスキル の5項 目
について 、評価対象 に してい る。 また、表2に 示
す よ うに、TQFは1～7まで設定 され てお り、TQF2
が 各専 攻 の評 価基 準 、TQF3が各 講 義 の シ ラバ
ス ・達成 目標 、TQF5が各講義 の評価 レポー トに
相 当す る。 しか し、TQFによる評価 も形骸化 して
い るのが現状で ある。
表2TQF
TQF1 Standardqualificationofprogram
TQF2 Program/Curriculum
TQF3 Coursespecification
TQF4 Fieldexperiencespeci且cation
TQF5 Coursereport
TQF6 Fieldexperiencereport
TQF7 Programreport
さ らに、2014年8月 よ り、ASEAN相 互 の留 学
を容 易 にす る た め に、 高 等 教 育 機 関 の学 期 開始 時
期 が 統 一 され 、 これ まで5月 一9月 が1学 期 、ll
.月一3月 が2学 期 だ った もの が、8.月一12月 が1
学 期 、1月 一5.月が2学 期 に 変 更 され た。一 方 、中
等 教 育 以 下 の 学 期 は、 従 前 通 り、5.月 一9月 が1
学 期 、ll.月一3.月が2学 期 とな って い る。 ま た、
予算年度 は高等教育機 関も、 中等教育以 下の教育
機 関も、従前通 り、10月一9月 となっている。 そ
のた め、現状 におい ては、高等学校 と大学 の学期
のずれや、予算年度 と学期年度 のずれ といった 問
題 が生 じてい る。
3.2タイ の数 理 教育 の現状
タイ の高等学校 にお ける数学 の授業時 間は週 に
5時 間で、年 間授業時 間は200時間(年 間40週)
となる。 日本 の全 日制普通科高等学校 の数学 の授
業時間 は、週 に4時 間で、年 間授業 時間は140時
間(年 間35週)で ある[13]。そ のた め、 日本 に比
べ、 タイ のほ うが数学 の授業時 間数 は多い。
高等学校 の教育 内容 は、累乗指数計算や三角比
を用いた測量 問題、数列(等 差数列 、等比数列)、
統計(平 均 、分散、分布 な ど)、1元2次 方程式 な
どについて学習す る(図1)。 日本 の高等学校 の数
学 に比べ、実務的 な内容が多い傾 向にある。
図1タ イの数学教科書(高 校1年)の 一例
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タイの科学 ・数学教育 は、主 に2つ の 問題 に直面
してい る。第1は 、教 師の量 と質の低 下で、第2
に、教育教材 の問題 である。 これ は、小学校 で最
も顕著 に見 られ る特徴で ある。小学校教師 の多 く
は、文系学部 出身 で、科学 ・数学分野 を卒業 した
教師が少 ない。そ の上、科学 ・数学 の面 白さを伝
え られ る学習教材 が殆 どない。そ の結果 、児童 ・
生徒 の多 くが 、数学や科学 に対す る興味 を無 くし
た り、難 しい と感 じる傾 向が強い。
そ の結果、高校生が大学(高 等教育機 関)に 入
学す る とき、理系科 目は文系科 目に比べ 、難 しい
と感 じてい るため、多 くの高校生 が文系学部 に進
学す る傾 向が強い。そ こで、 タイで は、児童 ・生
徒 に科学 に興 味を持 たせ る教師 の育成 を進 めてい
る。
さ らに、日本 のSSH同様 の制度 として、マ ヒ ド
ン ・ウィタヤヌ ソン校やチ ュラポー ン ・サイエ ン
スス クール、大学付属サイエ ンスス クール の設置 、
特別 プ ログ ラムの実施 を行 ってい る。 例 えば、
PrinceofSongkla大学 教 育 学 部 付 属 高 校
(DemonstrationSchool,FacultyofEducation,Prince
ofSongklaUniversity(通称:Satit))はll校指定 さ
れてい る大学付属サイエ ンス スクール の1校 であ
り、1学 年 に1ク ラス(30人前後)の サイエ ンス
クラスが設置 されてい る。 また、Satitの0-NET
の総合成績 もタイ国内で上位1%に 入 るな ど、優
秀 な成績 を収 めてい る。Satitの大学付属サイエ ン
スス クールで は、大学理工学部で の特別講義 ・実
験や、特別カ リキュラムの実施、海外 の大学見学
(国際交流)な どを行 ってい る。特 に、国際交流
で は、地理的条件や 限 られた予算 内で出来 る限 り
多 くの学生 に経験 させたい意 向もあ り、 日本 の大
学 との交流 を行 ってい る。
3.3タイ地 方部 の教育 の現 状
タイ において は、バ ンコクやチ ェンマイ な どの
一部 の大都市(都 市部)と 都市部以外 の地方都市
(地方部)の 間に、経済や所得 な ど、様 々な地域
格差が存在す る。特 に、1970年代 か ら生 じていた
タイ 国内の所得格差 は、バ ンコクー極集 中の経済
成長 によ り急速 に拡大 し、現在 も深刻 な問題 とな
ってい る。特 にバ ンコク と北部 ・東北部 の格差 は
大 きい。タイで度 々起 きてい る軍事 クーデ ター も、
この所得格差が主 たる原 因で生 じてい る。
一般的 に、教育 レベル とそ の所得 には強い相 関
関係が見 られ 、教育 レベルが高い ほ ど賃金が高 く
なる傾 向がある。そ のた め、地方 の教育 レベル が
上昇すれ ば、都市部 との所得格差 も縮小す るこ と
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が考 え られ る。 しか し、地方部 の教育 が年 々充実
してい るにも関わ らず 、所得格差が依然 として大
きい とい う問題 がある。
また、教育分野 にお ける地域格差 として、都市
部 との教育 レベル の差や、教員不足 とい った問題
がある。そ のため、地方部 では、教員不足 の是正
や教育 レベル の底上 げのた め、大学 の教員 が、高
等学校 に出向き、科学や数学 に関す るセ ミナー を
開催 した り、大学 の教育 内容や カ リキュラムの紹
介 を行 うこ とがある。 また、 国際化教育 の一環 と
して、大学 の外 国人教員が 、大学付属 の高等学校
で教育 を行 うケー スがある。一方、都市部 では、
教員 も充足 しているこ とや情報 も手 に入 りやす い
こ とか ら、大学付属サイエ ンススクールや 、一部
の大学付属高等学校 を除 き、地方部 で行 われ てい
るよ うな高大連携教育 は行 われ てい ない。
4.国 際的視点に立った福井県における高大連
携数理教育の検討 と実践
グローバル化 が進む現在、国際化や 国際的視点
は、避 けて通れ ない。そ のため、 日本 もタイ も、
国際化 を推進 してい る。福井県 内でお いても、福
井大学が タイ を中心 とした東南 アジアの大学 との
大 学 間 あ る い は 、 部 局 間 の 協 定(MOU,
Memorandumofunderstanding)の締結 が活発 である。
また、福井工業大学 では、バ ンコクにオ フィスを
構 えるな ど、東南 アジア との諸大学 との協調 ・連
携 を深 めてい る。一方 、これ らのネ ッ トワー クは、
高等教育機 関、大学 間同士 のつ なが りになってお
り、高等学校 までにその恩恵 は広が っていない。
しか し、学生 ・生徒 の視野 を広 げた り、 目的意識
を持たせ るこ と、刺激 を与 える とい う観点 にお い
て、高等学校 の段階 か ら、大学 にお ける研究室 と
の連携や、海外 の高等学校 との連携 を行 うこ とは
非常 に有益 である。SSHにお ける国際交流 の例 と
して、TV会 議 システ ムを使 ったタイの高等学校
との遠隔共 同学習 の例 な どもある[14]。そ こで、大
学 が有す る海外 の大学 とのネ ッ トワー クを通 じて、
海外 の大学付属高等学校 との連携や 国際交流 を行
い、国際的視点 に立 った高大連携数理教育 を行 う
こ とで、国際的 な科学技術 関係人材 を育成 出来 る。
また、SSHのよ うに、特定 の高等学校 の学生 を対
象 にす るのではな く、福井県 内の高校生 を対象 に
連携教育 を行 うこ とで、一芸 を持 った学生 の育成
や、意欲 向上 につ ながる。 さらに、県 内の高校教
員 にも参加 しても らうこ とで、県 内の学力 向上 の
み な らず、数理教育 の裾野 を広 げる。
日本 の近代史 を振 り返 る と、明治維新以後 、 日
本 は欧米 の西洋文 明 を積極的 に取 り入れ 、近代化
の道 を歩 んで きた。そ の後 、2度の世界大戦 を経て
現在 に至 る。 また、第2次 世界大戦の敗戦以後 の
諸 問題 におい て、ア メ リカ が主導 とな り復 興 を進
め、現在 に至 るまでア メ リカ との協調 関係 が続い
てい る。 そ のため、 「異文化理解 」 とい うと、欧
米 に対す る理解 が大 きな割合 を 占めて きた。 さ ら
に、近代 日本 において は欧米 との関わ りが大 きい
た め、 中学校や 高等学校 の教 育におい て も、欧米
中心 の内容 に片 寄 りが ちである。 しか し、 これか
らの時代 は、 アジアだ けではな く、ア フ リカや 中
南米 の成 長が見込 まれ、欧米 中心の異文化 理解 で
はな く、地球規模 での異文化理解 が必要 にな って
くる。 その 中で も、 タイ は親 日国で あ り、かつ、
英語 を母 語 としていない ため、海 外交流 の最初の
ステ ップ と して、ハー ドル が低 く、適 当であ る と
考 え られ る。
ア ジアや ア フ リカ、 中南米 の多 くの 国では、人
材や情報 、予算 が不足 してい る。 一方 で、今 後の
都市や経 済 の発展 が期待 され るた め、数学 ・科学
に対す る期待 も大きい。そ のため、数学 ・科学 に
対す る捉 え方や考 え方が、 日本 人 とは異 な る。そ
のた め、タイ との交流 を行 うこ とは、風土や民族、
社会状況 な ど、 日本 とは異 なる文化や価値観 に接
す るた め、視野 を広 げるいい機会 になる。そ して、
この経験 に よって、数学 ・科 学に対す る姿勢や進
学 に対す る考 え方 に も、いい影響 を及 ぼす と考 え
られ る。 また 、文化 や習慣 が異 な る現地 の人々 と
ともに活 動す る ことは、多様 な文化 を受 け入 れ る
素地 を作 り、 これ か らの グローバル社会 に対応 で
きる柔軟性 を養 うこ とが 出来 る と考 える。
5.結 言
理科や算数 ・数学 に興味 関心 を持っ生徒や学生
を育て る取 り組み は、 日本だ けで な く、様 々な国
で行 われ てい る。 これ は、各 国で、数学 ・科学分
野 に対す る期待 の表れで もある。 また、同様 に、
グローバル化(国 際化)に 対応 した教育へ の取 り
組み も行 われ てい る。特 に、 日本 のよ うに資源 が
乏 しい国 に とって 、優秀 な人材 を育て るこ とは重
要で ある。 さらに、 日本 の置 かれ てい る現状 を鑑
み る と、 国際的 に活躍で きる科学技術 関連人材 の
育成 は、今後 ます ます重要性 が高 まる。そのため、
数学 コンクールや 、高大連携 教育、SSHなどの取
り組みが重要 になって くる。
また、国際的視点 に立 った高大連携数理教育 を
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行 うことで、海外の大学や高等学校 との国際交流
が促進 され、日本の大学や文化に興味を持つ海外
の高校生が増えれば、日本の大学への進学希望者
の増加や、それに伴 う大学の国際化の加速、国際
交流ネ ットワークの拡充などの副次的効果も期待
される。本邦の青少年への数学啓蒙活動、および
数学力の向上を狙って、この種の活動を全国的に
広めるためには、今後、連携する大学研究機関を
増大 させる必要がある。そ して、福井大学も早期
にこの種の試みに参画することは、北信越地区の
拠点を目指す上で有効である。
にお ける科学英語 の授業実践 一TV会 議 システ
ム を使 った、 タイ 国 ラジャパ ッ ト総合大学付 属
高校 との遠 隔共 同学 習 一、京都教 育大学研 究紀
要、78,43-68(2005).
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